
【短信】
155万人が挑戦「全国統一防災模試」

ヤフー株式会社がスマートフォン
アプリ上で解答できる「全国統一防
災模試」を2018年3月の一ヶ月間、公
開・実施しました。著者は問題作成
や結果分析のお手伝いをしています。
全国統一防災模試は、全25問で出題
され、正答傾向から33タイプの診断
結果を出力します。約155万人が挑戦
し、うち約65万人の方に最後まで回
答いただき、平均点は54.9点、100点
満点は約8千人という結果になりまし
た。平均点トップは宮城県の57.96点
で、高知県56.60点、福島県56.57点、
熊本県56.43点とつづき、被災地や巨
大災害での知識の高さが確認されま
した。年代別にみますと、10代以下
が最も高く、年代が上がるとともに
点数が低くなります。詳細について、
研究大会等でご報告できればと思い
ます。

Yahoo!JAPAN「全国統一防災模試」
https://bousai.yahoo.co.jp/pr/201803/

（東北大学災害科学国際研究所　佐藤 翔輔）
 

東京都による耐震診断未実施建物の公表
東京都は3月28日、特定緊急輸送

道路の沿道建築物のうち、耐震診断
が未実施の121件を公表した。ビル所
有者に耐震診断の実施や耐震化を促
すためだ。この公表制度を全国で初
めて条例化したのは、2002年3月に
成立した東京都板橋区防災基本条例
である。議論をリードしたのは、当
時、東京大学の故廣井脩先生であっ
た。廣井先生は、多数の人が利用す
る建物のオーナーには、耐震性確保
の責任があると主張された。条例検
討の懇談会では全会一致で賛成、首
長、議会も賛成してくれた。すぐに、
防災課長だった私に国土交通省から
電話がかかってきた。叱られるかと
思ったら、「良くやってくださった。
これで国も動きやすくなります」と
の言葉を頂いた。その後、2013年12
月に耐震改修促進法が改正され、公
表制度が盛り込まれ、東京都の公表
につながった。廣井先生には、何を
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学会プラザ
もたもたしていたんだ、と叱られそ
うだが、ようやくここまで来ました、
と報告したい。

（跡見学園女子大学　鍵屋 一）

【書籍紹介】
◇廣井悠、地下街減災研究会 「知られ
ざる地下街」（河出書房新社、2018.3、
1,600円＋税）
　地下街でふと地震や火災が心配に
なったことはないだろうか。地下街
という「場」を知らなければその先
を考えるのは難しい。
　本書は、地下街の歴史から全国の
地下街の紹介、最新の防災に係る取
り組みまで、地下街を幅広く知る機
会を与えてくれる。地下の迷路性解
消のための屋内測位やデジタル地図、
３次元モデルの有効活用等、今後地
下街の魅力を拡大するであろう技術
等も紹介されている。何気なく歩い
ている空間とその可能性を知ること
で、街歩きがより豊かなものになる
のではないだろうか。地下街の安心・
安全に関心がある人に限らず、一読
の価値があるものと思う。
　本書に触れて地下街に興味を持つ
ことは、地下街で被災するかもしれ
ない「未来の自分」あるいは「未来
の誰か」を守ることにもつながるか
もしれない。

（山本 正直）
【賛助会員紹介】
「土砂災害」を減らすシンクタンク
（一財）砂防・地すべり技術センター

理事長　南　哲行
　当センターは、1975年に設立され、
今年で43年目を迎えます。その間、一
貫して「土砂災害を減らす」を使命と
し、その実現のための技術開発に取り
組み、成果を社会に提供するシンクタ
ンクとして活動を続けています。
　土砂災害の機構解明は、難解なパ
ズルを解くようなもので、パズルを
解くためには、優れた人材と災害デー
タの蓄積が必須です。
　人材面では、土砂災害防止技術が
多数の学術分野に重なり築かれてい
ることから、採用時に大学での専門
分野として砂防、水理、構造、火山、
地質、地形などから幅広に逸材を確
保して、防災を共通の切り口で育成

編 集 後 記
　「危険なブロック塀」という防災まちあるきの基本的な課題が、まだまだ多くが未解決だったことが分かってしまった
大阪北部の地震。広範囲に被害を生じた梅雨前線豪雨も、それぞれを見れば、事前の想定通りだったりする。分かってい
ることを伝え、行動してもらう情報分野の役割は非常に多い。（中）
▼全国統一防災模試のような、情報発信の工夫が今後も重要と考える（杓）▼昨年、秋田水害から認知症高齢者を守っ
たのは、事前の準備と訓練、想定外にも対応した果敢な決断だった。今年こそ、人的被害ゼロを願う。（一）▼「スペイ
ン風邪」から 100 年。パンデミックも「災害」として考えるべき。（藤）▼出水期、災害を不意打ちにしない情報活用を
考える（ふ長）▼防災担当者の気が休まらない季節。情報が活かされる場面が各地で生まれて欲しい。（黒）▼　聞き慣
れぬ場所の地震は何が起こりつつあるかと不安に。何も無い事を。（髙）▼ブロック塀倒壊や家具転倒でまた尊い命が失
われた。この教訓が活かされることを願う。（村）▼被害は限定的でも、多方面に大きな影響。災害情報で軽減できる影
響を要検証。（辻）▼「枕元に重い家具は置くな／寝室に運動靴そなえ／違法ブロック塀に注意」等の過去の教訓の風化
を再確認（渡）▼出水期で気象情報等に注意と思っていたら震度６弱。「オールハザード」について改めて考えたい（山正）
▼尊い命を一瞬にして奪う自然災害、遺族の気持ちを想うと心が痛む（竹）▼今号の原稿締切後に大阪府北部の地震が
発生し、校了間際に九州北部から中国、四国、近畿、東海にかけて広範囲に豪雨災害が発生した。災害情報の検証など
は次号で発信していきたい。（た）
日本災害情報学会・ニュースレター No.74

〒 162-0825 東京都新宿区神楽坂 2-12-1-205　TEL 03（3268）2400　FAX 03（5227）6862　メール tokio@jasdis.gr.jp

事務局だより

■入退会者（18.4.1 ～ 18.6.30・敬称略）
入会者
正会員　糸井 裕哉（読売新聞）、鈴
置 真央（国土交通省）、柳澤 幸夫（徳
島文理大学）、吉森 和城（防災科学
技術研究所）、笠原 亮一（日本工営

（株））、安原 一哉（茨城大学）、濱口 
和久（拓殖大学）、置村 悠一郎（中
日本高速道路（株））、岡島 裕樹（九
州大学）、牧尾 太知（日本テレビ）、
木村 博幸（首都高速道路（株））、髙
橋 智、月ヶ瀬 恭子、津波古 憲、曽
根 悦子（以上 4 名 国士舘大学）、渡
辺 ゆき、北條 哲広（以上 2 名 河北
新報社）
学生会員　本田 郁（京都大学）

退会者
正会員　小林 大二、堀内 宏、酒匂 
教明、磯 望、天野 茂昭、杉原 健一、
松井 宗廣、片桐 清志、下村 政之、
伊豆 隆太郎、村井 康典、荒牧 重雄、
大泉 大介、藤田 和彦、石川 一郎、
福坂 一誠
学生会員　宮崎 麻央、藤井 将大、志
垣 沙灯子、柿本 大輔、中本 涼菜、
西澤 篤、石栗 宏貴、湯 志君

しています。また、データの蓄積では、
現場に支障とならない範囲でいち早
く被災地に入り土砂動態調査と住民
等から聞き取りを行い、データの解
析と管理をしています。
　このように、総合力のある人材と
蓄積されたデータを駆使して、行政
と基礎研究そして最前線をつなぐシ
ンクタンクになるように努めていま
す。

No.74
2018.7

地 動 儀

　現在の緊急地震
速報は、地震の震
源を求めて強震動
を予測し警報が出
されるため、海域
地震の時は有効だ

が、内陸直下型地震の時は間に
合わない。一方で直下型地震向
けには、新幹線沿線地震計によ
るP波検知システム(1997年)や、
エレベータのP波検知（2009年か
ら設置が義務化）など、地震のP
波から強震動を予測する手法が
実用化されているが、いずれも
自前の地震計が必要である。も
し周辺の地震計による強震動予
測情報がネットを通じて利用で
きれば、自前の地震計がなくて
も直下型地震に間に合う情報と
なるだろう。
　将来の強震動予測情報は、直
下型地震の時には周辺の地震計
から、海域地震の時には緊急地
震速報から予測されて届くよう
になり、どのような地震の時で
もほぼ間に合う情報となるだろ
う。そして、携帯端末やPCのア
プリで受信し、走行中の各列車
の緊急停止、工事現場の作業員
の安全確保、危険物のある職場
や工場での人やモノの安全確保
など様々な場面で利用しやすく
なるだろう。

（東京大学名誉教授）

強震動予測情報の将来像
日本災害情報学会理事

鷹野　澄
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まもなく学会誌「災害情報」No.16 が刊行されます。本号では特集記事を
「ビッグデータ・ソーシャルメディア・AI・AR/VR」としました。本特集で
は、技術革新の著しいこれらの情報技術に着目し、近年の技術動向や社会実
装の取り組みを踏まえて、災害・防災分野へのインパクト、具体的な利活用
のあり方、今後の展望について、議論します。

特集とともに、学会誌「災害情報」No.16 では、電子版として先行公開し
ている No.16-1( 論文 11 本、採択率 92％ ) と No.16-2( 同 14 本、78％ ) の合本
として、合計 25 本の査読論文を掲載することとなりました。先行公開する
電子版と合わせて年 2 回刊行の体制で約 2 年となりましたが、旺盛な投稿が
続いており、ありがたい傾向だと思っております。

投稿規定では本誌における論文は「防災・災害情報に新たな貢献が期待で
きるもので、結論の導出過程が適切であるもの」とされています。この条件
を厳しく感じられるかもしれませんが、関連する各分野の専門的研究者や技
術者から、我々の学会誌を信頼してもらうために必要なことでもあるとご理
解いただければと思います。今後も皆様からの積極的な論文投稿をお願いい
たします。

（静岡大学教授）

学会誌「災害情報」No.16刊行について
学会誌編集委員長　牛山 素行

第 20 回学会大会（研究発表会、総会など）は、2019 年４月に迎える創立 20
周年行事として日本災害復興学会との合同で開催します。研究発表は相互に聴
講できます。会員の皆様の参加をお待ちしています。

■大会への出欠連絡と研究発表募集
（1）日程・会場：2018 年 10 月 26 日（金）～ 28 日（日） 
 東京大学本郷キャンパス（文京区本郷７−３−１）
 10 月 26 日　記念シンポジウム（安田講堂）
 10 月 27 日，28 日　口頭発表他（法学政治学系総合教育棟）

（2）締切：大会への出欠連絡　９月 14 日（金）まで　
 研究発表申込および論文投稿　８月 15 日（水）正午まで　

（3）参加費（両学会共通）：
 会員 2,000 円、非会員 4,000 円、学生 1,000 円、学生非会員 2,000 円

（4）予稿集（各学会ごとに発行されます）： 
 会員 2,000 円、非会員 4,000 円、学生 1,000 円、学生非会員 2,000 円

（5）交流会：10 月 27 日（土）　参加費　一般 5,000 円（予定）、学生 3,000 円（予定）

詳細については、同封の大会案内・出欠連絡用紙、学会ＨＰにてご確認くだ
さい。

日本災害情報学会20周年記念大会
日本災害復興学会10周年記念大会

合同大会
10月26日〜28日　東京大学本郷キャンパスで開催

災害74号.indd   2-3 18.7.10   7:08:07 PM



2018年４月14日土曜日、14時から東京大学
情報学環福武ホールにおいて「防災気象情報
を使いこなす−九州北部豪雨災害調査を踏ま
えて−」と題したシンポジウムが開催された。

第１部では、九州北部豪雨災害についての
話題提供が、当学会調査団長の首藤由紀氏、
大分県日田市役所の繁松大介氏、日本放送協
会の橋爪尚泰氏からなされた。首藤氏からは、
16市町村の自治体の対応状況や防災気象情報
の活用実態について調査報告がなされた。繁
松氏からは、日田市ではどのように防災気象

情報が活用されたかが示され、市長が直接テレビ会見を行った経緯や、避難所対応
と日常業務の双方をこなさなければならない職員の負担感なども紹介された。橋爪
氏からは、洪水警報の危険度分布図などを駆使した「リアルタイム解説」がなされ
たことが紹介された。しかし、これには高度な解説技術が必要で、人材の育成も必
要であることが示された。

第２部では東洋大学の中村をコーディネータに、「防災気象情報を使いこなす」を
テーマに、第１部の登壇者に加え、静岡大学の牛山氏、東京大学の関谷氏をパネリ
ストとした討論が行われた。具体的には、近年の防災気象情報の評価、防災関係機
関での活用方法、伝達のあり方、住民による活用などについて意見が交換された。
ここでは、情報にはまだ精度に問題があること、土砂災害警戒判定メッシュ情報は
使われつつあるが、甚大な被害があるところでは使う余裕がない可能性があること、
細かい情報の放送には地方局・ラジオなどに課題があること、新情報には周知・活
用の問題があること、等が指摘された。本シンポジウムには非会員を含め合計136人
が参加し、活発な議論が行われた。

（東洋大学教授）

２月から３月にかけ、毎週末ごとに気象庁の講堂に全国から57人の気象予報士が
集まってきた。若い女性から私のような定年後の暇人まで、年齢もまちまち、職業
も多彩だ。

気象の専門家として市町村の防災対応のサポートができないか？と、気象庁が始
めた「気象防災アドバイザー」養成の研修が行われた。今年は応募者のうち気象庁
が選抜した57人が受講。気象庁によると、「地方公共団体の防災の現場で即戦力とな
る気象防災の専門家を育成すること」が目的で、自治体の防災対応の補佐のほか、
地域の防災イベントでの講演等、多様な場面で活用が期待されるという。トータル50
コマの研修では、防災の法体系から自治体での防災対応の実際、防災気象情報のお
さらい、災害の事例紹介のほか、ワークショップといったカリキュラムが組まれた。
参加者は気象予報会社の職員、自治体職員、気象庁OB、予報士を取得したものの実
務についていない人などなど。全員、意欲と意識はいたって高く、全国からの参加
で旅費もかさむだろうが（個人負担の人が大半）、一人の欠席者もなく全員が修了証
を手にした。

気象予報士の試験項目に災害発生のメカニズムなどの項目は入っていない。つま
り、予報士は“天気予報”はできても、災害対応は素人というのが普通だ。土砂災
害がどうやって起きるのか、川の管理がどのように行われているのか、避難勧告は
どうやってだすなどなど、学ぶべき項目は山積されている。しかし、今回の研修は
その入り口を覗いただけで、理解し体得するには程遠いものだった。むしろ、50コマ
の研修を終えて、これから学ぶべきことの膨大さがようやく理解できたというのが
実際である。

気象庁は、「受講者（気象防災アドバイザー）の活用に関心のある地方公共団体に
受講者のリストを提供していきます。」としているが、気象防災アドバイザー制度は
まだまだ未知数。一方で、自治体職員で防災に長期にかかわる人はいたって少ない
実態は、変わりそうにない。災害対応のプロを育成する本格的なプログラムが必要
と痛感した。
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出席者： 田中、片田、山﨑、横
田、安養寺、岩田、木
村、黒田、小室、谷原、
布村、干川、松尾、安
富、矢守の各理事、越
智、中森監事、横田総務
委員長、中村企画委員
長、岩田予算委員長、鷹
野広報委員長、牛山学会
誌編集委員長、片田廣井
賞等審査委員長

出席者： 田中、片田、山﨑、横
田、安養寺、岩田、牛
山、木村、黒田、小室、
鷹野、谷原、中村、干
川、松尾、安富、矢守の
各理事、越智、中森監事

　台風で延期していた総会が2018
年４月14日、東京大学福武ホール
で開催されました。名誉会員・正
会員・学生会員875人のうち、452
人から議長委任状が提出され、当
日の出席者は62人、合計514人で総
会が成立し、提出された議案はす
べて承認されました。
　承認された議案のうち会則改正
関係としては、副会長の任期の制
限廃止、委員長の役職指定の廃
止、各委員会の委員長は理事の中
から選考、任期終了時の新会長・
新副会長の選出方法の改正などが
あります。
　また、この日をもって第8期の役
員の任期が満了となったため、第
38回理事会、第39回理事会で第９
期の理事や会長などが選出され総
会で承認されました。定年で退任
した理事を除き、すべての理事・
監事が留任、さらに新理事として
牛山素行氏（静岡大学）、鷹野澄
氏（東京大学名誉教授）、中村功
氏（東洋大学）が選出されまし
た。定年で退任した河田惠昭氏、
藤井敏嗣氏は名誉会員となりまし
た。第９期の新会長には、田中淳
氏（東京大学）、副会長には片田
敏孝氏（東京大学）、山﨑登氏
（国士舘大学）、横田崇氏（愛知
工業大学）が選出されました。各
委員会も新体制でスタートしまし
た。詳しくはホームページをご覧
ください。

■第38回理事会 日本災害情報学会　公開シンポジウム報告
日本災害情報学会　企画委員長　中村　功

気象庁“気象防災アドバイザー”育成制度がスタート
気象予報士（元日本テレビ報道局デスク）　武居 信介

■第39回理事会

■第19回総会
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昨年度、日本災害情報学会
第19回学会大会において、研究
題目「東日本大震災前後の製
造業における取引の変化につい
て」で「河田賞」を頂戴いたし
ました黒田と申します。企業間
取引データは、年単位で企業同
士の取引関係を把握できるビッ
グデータです。東日本大震災と
いう、経済活動に大きな影響を
与えた事象の前後の企業間取引
データを分析することで、被災
した単体の企業から取引先にま
で震災の影響が波及していく現
象の実証分析に取り組んでおり
ます。ただ、研究着手後もなか
なか結果に結びつかず、悩み悩
みの状況でしたので、受賞とい
う形で一定の評価を頂けたのは
うれしい限りです。聴講者の皆
様からも、貴重なご助言を頂き
ました。この場を借りて、御礼
申し上げます。受賞は、発展途
上の研究について、がんばれと
の激励の意味が大半かと思いま
すので、これを励みに、今後も
研究にまい進してまいります。

今年の４月29日、６月14日
で四川大地震、岩手宮城内陸地
震から10年が経ちました。当
時高校３年生だった私は、この
２つの地震の新聞記事を毎日ス
クラップしていました。地震発
生当時は、１面だけでなく、他
の紙面も災害の記事で目白押し
です。しかし、日が経っていく
につれ、だんだんと記事の量が
減っていきました。写真がなく
なり、ついには文字だけの小さ
な記事になってしまいました。
時間とともに、人々の記憶から
災害が遠のいていくことを痛感
しました。この悲しみを風化さ
せることなく、教訓を次の世代
に伝えたい。そして、地震で亡
くなる人を、悲しい思いをする
人を少しでも減らしたい。その
想いから、地震の勉強をしよう
と志望大学を決めました。あれ
から10年、地学の教員となった
今、私は彼らに何を伝えられる
のか、模索を続ける日々です。
10年前のあの地震は、今でも私
の道しるべとなっています。

四川大地震、岩手宮城内陸地震
から10年　わたしの道しるべ
となった地震

日本大学第三中学校・高等学校
　教諭　柴山　愛

河田賞の受賞を励みに
京都大学大学院情報学研究科
社会情報学専攻　黒田　望

噴火警戒レベルは、各火山の地元の協議会等により、噴火シナリオとハザードをも
とに防災対応が検討され、レベルに応じた「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」
が地域防災計画に定められていることを条件としている。噴火警戒レベルが導入され
てから10年となり、導入の経緯や考え等を改めて振り返ってみたい。

2000年３月の有珠山噴火では、噴火前の緊急火山情報を受け、政府として初めて「有
珠山現地連絡調整会議」を設置し対応する等、国としての危機管理体制強化の試金石と
なり、引き続き発生した三宅島噴火も踏まえ、火山防災体制の強化が進められた。筆者は、
2005年４月に気象庁火山課長に就任し、火山活動の評価と情報内容等の課題に加え、自
治体や関係機関等における対応が事前に協議されておらず、その検討体制すらない火
山も少なくないことを認識した。まず、観測データの共有化を含め、観測・評価体制
の強化に取り組んだ。また、自治体側の体制は、県境を越え複数市町が関係する浅間
山での体制整備を全国モデルにすることとした。群馬県、長野県の2県庁、周辺の６市
町の首長を足繁く訪問、説明し、2005年11月に首長が参加する浅間山火山防災対策連絡
会議が設置された。

国として、これら一層の推進を図るため、2006年11月に内閣府に「火山情報等に対応
した火山防災対策検討会」が設置され、噴火警戒レベルの検討を開始した。この検討
と併せ、浅間山では、火山防災マップ策定のためのWGを設置し、噴火シナリオと噴火
警戒レベルに対応した警戒範囲や対応等を策定した。また、ドコモの協力を得て、携
帯不感地帯を調査、周知するとともに携帯電話による情報伝達と浅間山への入下山登
録システムを試行した。これらをモデルに、全国の火山での検討を進めた。

各市町村長には、火山活動の評価は難しいからこそ、影響を受け対応する自治体、
観光事業者、住民等関係者が一丸となって取り組み、「火山を安全に楽しむことができ
るようにしよう」と呼びかけた。噴火警戒レベル導入にあたっては、何時発生するか
分からない火山噴火に備えるため、噴火警戒レベル3までの準備を優先し、以降継続し
て見直し改善を図ることとして、2007年12月に噴火警戒レベル及び噴火予報警報が導入
される運びとなった。

16火山で始まった噴火警戒レベルは、2018年5月には41火山で運用されている。この
間、死者行方不明者63名もの大災害となった御岳山噴火を契機に、2015年7月に活動火
山対策特別措置法が改正され、火山防災協議会設置の義務化等により、各火山で噴火
警戒レベルの検討・見直し等が推進されている。最近の噴火警戒レベルの上げ下げ時
の対応をみると、マスコミの理解や自治体との連携も進んでいるように思われる。現在、
内閣府では新たな検討が進められており、今後、一層の充実を望むものである。

2014年の御嶽山噴火は、県境に位置する火山の災害対応体
制が脆弱であるという課題を提示した。御嶽山は岐阜県と長
野県の県境に位置するが、行方不明者の捜索救助や被災者支
援をめぐる連絡調整等の広域連携は困難であった。当時、火
山防災を検討するための「火山対策会議」がそれぞれの県で
設置されていたものの、年に一回防災計画の確認をする程度
の活動しか行われておらず、御嶽山全体の防災対策について

県域を超え検討する場はなかった。
御嶽山噴火後の2014年12月24日に、長野県・岐阜県は、新たに「御嶽山火山防災協議

会」を設置した。火山防災協議会は、長野県・岐阜県、関係市町村、関係機関から構
成されており、防災対策や避難計画などについて平時から具体的に検討するものである。
さらに、行政機関の実務者が対策を検討する場として「幹事会」も設置された。隣接
している自治体であるにもかかわらず、これまでは県域を越えて市町村の職員が顔を
合わせて交流する機会はほとんどなかったが、防災協議会を通し、避難誘導看板の設置、
登山道の整備、山頂の避難場所の整備状況など御嶽山全体の防災情報が共有されるよ
うになっている。また、先進的な火山防災の取り組みを学ぶための合同勉強会が行わ
れており、これらの成果に基づく対策がそれぞれの地域で進められている。

このような取り組みの成果の一つとして挙げられるのが、2017年に新たにスタートし
た「御嶽山火山マイスター」制度である。洞爺湖有珠山火山マイスターの取り組みを
参考に、2014年の御嶽山噴火や火山防災、そして地域の豊かさを伝えるため、勉強を重ね、
試験を合格した８名がマイスターとして活躍している。御嶽山火山防災協議会の取り
組みは、同一のハザードへの対策を自治体間連携により推進するものであるが、富士山、
浅間山など他の県境に位置する火山においても、このような連携体制を早急に構築す
ることが望まれる。

火山防災協議会最前線—御嶽山—
兵庫県立大学減災復興政策研究科　阪本 真由美

特集 噴火警戒レベル 10 年

どう変わった？火山防災−噴火警戒レベル導入の経緯等−
愛知工業大学工学部土木工学科（元気象庁）　横田　崇
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2018年４月14日土曜日、14時から東京大学
情報学環福武ホールにおいて「防災気象情報
を使いこなす−九州北部豪雨災害調査を踏ま
えて−」と題したシンポジウムが開催された。

第１部では、九州北部豪雨災害についての
話題提供が、当学会調査団長の首藤由紀氏、
大分県日田市役所の繁松大介氏、日本放送協
会の橋爪尚泰氏からなされた。首藤氏からは、
16市町村の自治体の対応状況や防災気象情報
の活用実態について調査報告がなされた。繁
松氏からは、日田市ではどのように防災気象

情報が活用されたかが示され、市長が直接テレビ会見を行った経緯や、避難所対応
と日常業務の双方をこなさなければならない職員の負担感なども紹介された。橋爪
氏からは、洪水警報の危険度分布図などを駆使した「リアルタイム解説」がなされ
たことが紹介された。しかし、これには高度な解説技術が必要で、人材の育成も必
要であることが示された。

第２部では東洋大学の中村をコーディネータに、「防災気象情報を使いこなす」を
テーマに、第１部の登壇者に加え、静岡大学の牛山氏、東京大学の関谷氏をパネリ
ストとした討論が行われた。具体的には、近年の防災気象情報の評価、防災関係機
関での活用方法、伝達のあり方、住民による活用などについて意見が交換された。
ここでは、情報にはまだ精度に問題があること、土砂災害警戒判定メッシュ情報は
使われつつあるが、甚大な被害があるところでは使う余裕がない可能性があること、
細かい情報の放送には地方局・ラジオなどに課題があること、新情報には周知・活
用の問題があること、等が指摘された。本シンポジウムには非会員を含め合計136人
が参加し、活発な議論が行われた。

（東洋大学教授）

２月から３月にかけ、毎週末ごとに気象庁の講堂に全国から57人の気象予報士が
集まってきた。若い女性から私のような定年後の暇人まで、年齢もまちまち、職業
も多彩だ。

気象の専門家として市町村の防災対応のサポートができないか？と、気象庁が始
めた「気象防災アドバイザー」養成の研修が行われた。今年は応募者のうち気象庁
が選抜した57人が受講。気象庁によると、「地方公共団体の防災の現場で即戦力とな
る気象防災の専門家を育成すること」が目的で、自治体の防災対応の補佐のほか、
地域の防災イベントでの講演等、多様な場面で活用が期待されるという。トータル50
コマの研修では、防災の法体系から自治体での防災対応の実際、防災気象情報のお
さらい、災害の事例紹介のほか、ワークショップといったカリキュラムが組まれた。
参加者は気象予報会社の職員、自治体職員、気象庁OB、予報士を取得したものの実
務についていない人などなど。全員、意欲と意識はいたって高く、全国からの参加
で旅費もかさむだろうが（個人負担の人が大半）、一人の欠席者もなく全員が修了証
を手にした。

気象予報士の試験項目に災害発生のメカニズムなどの項目は入っていない。つま
り、予報士は“天気予報”はできても、災害対応は素人というのが普通だ。土砂災
害がどうやって起きるのか、川の管理がどのように行われているのか、避難勧告は
どうやってだすなどなど、学ぶべき項目は山積されている。しかし、今回の研修は
その入り口を覗いただけで、理解し体得するには程遠いものだった。むしろ、50コマ
の研修を終えて、これから学ぶべきことの膨大さがようやく理解できたというのが
実際である。

気象庁は、「受講者（気象防災アドバイザー）の活用に関心のある地方公共団体に
受講者のリストを提供していきます。」としているが、気象防災アドバイザー制度は
まだまだ未知数。一方で、自治体職員で防災に長期にかかわる人はいたって少ない
実態は、変わりそうにない。災害対応のプロを育成する本格的なプログラムが必要
と痛感した。
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出席者： 田中、片田、山﨑、横
田、安養寺、岩田、木
村、黒田、小室、谷原、
布村、干川、松尾、安
富、矢守の各理事、越
智、中森監事、横田総務
委員長、中村企画委員
長、岩田予算委員長、鷹
野広報委員長、牛山学会
誌編集委員長、片田廣井
賞等審査委員長

出席者： 田中、片田、山﨑、横
田、安養寺、岩田、牛
山、木村、黒田、小室、
鷹野、谷原、中村、干
川、松尾、安富、矢守の
各理事、越智、中森監事

　台風で延期していた総会が2018
年４月14日、東京大学福武ホール
で開催されました。名誉会員・正
会員・学生会員875人のうち、452
人から議長委任状が提出され、当
日の出席者は62人、合計514人で総
会が成立し、提出された議案はす
べて承認されました。
　承認された議案のうち会則改正
関係としては、副会長の任期の制
限廃止、委員長の役職指定の廃
止、各委員会の委員長は理事の中
から選考、任期終了時の新会長・
新副会長の選出方法の改正などが
あります。
　また、この日をもって第8期の役
員の任期が満了となったため、第
38回理事会、第39回理事会で第９
期の理事や会長などが選出され総
会で承認されました。定年で退任
した理事を除き、すべての理事・
監事が留任、さらに新理事として
牛山素行氏（静岡大学）、鷹野澄
氏（東京大学名誉教授）、中村功
氏（東洋大学）が選出されまし
た。定年で退任した河田惠昭氏、
藤井敏嗣氏は名誉会員となりまし
た。第９期の新会長には、田中淳
氏（東京大学）、副会長には片田
敏孝氏（東京大学）、山﨑登氏
（国士舘大学）、横田崇氏（愛知
工業大学）が選出されました。各
委員会も新体制でスタートしまし
た。詳しくはホームページをご覧
ください。

■第38回理事会 日本災害情報学会　公開シンポジウム報告
日本災害情報学会　企画委員長　中村　功

気象庁“気象防災アドバイザー”育成制度がスタート
気象予報士（元日本テレビ報道局デスク）　武居 信介

■第39回理事会

■第19回総会

3

昨年度、日本災害情報学会
第19回学会大会において、研究
題目「東日本大震災前後の製
造業における取引の変化につい
て」で「河田賞」を頂戴いたし
ました黒田と申します。企業間
取引データは、年単位で企業同
士の取引関係を把握できるビッ
グデータです。東日本大震災と
いう、経済活動に大きな影響を
与えた事象の前後の企業間取引
データを分析することで、被災
した単体の企業から取引先にま
で震災の影響が波及していく現
象の実証分析に取り組んでおり
ます。ただ、研究着手後もなか
なか結果に結びつかず、悩み悩
みの状況でしたので、受賞とい
う形で一定の評価を頂けたのは
うれしい限りです。聴講者の皆
様からも、貴重なご助言を頂き
ました。この場を借りて、御礼
申し上げます。受賞は、発展途
上の研究について、がんばれと
の激励の意味が大半かと思いま
すので、これを励みに、今後も
研究にまい進してまいります。

今年の４月29日、６月14日
で四川大地震、岩手宮城内陸地
震から10年が経ちました。当
時高校３年生だった私は、この
２つの地震の新聞記事を毎日ス
クラップしていました。地震発
生当時は、１面だけでなく、他
の紙面も災害の記事で目白押し
です。しかし、日が経っていく
につれ、だんだんと記事の量が
減っていきました。写真がなく
なり、ついには文字だけの小さ
な記事になってしまいました。
時間とともに、人々の記憶から
災害が遠のいていくことを痛感
しました。この悲しみを風化さ
せることなく、教訓を次の世代
に伝えたい。そして、地震で亡
くなる人を、悲しい思いをする
人を少しでも減らしたい。その
想いから、地震の勉強をしよう
と志望大学を決めました。あれ
から10年、地学の教員となった
今、私は彼らに何を伝えられる
のか、模索を続ける日々です。
10年前のあの地震は、今でも私
の道しるべとなっています。

四川大地震、岩手宮城内陸地震
から10年　わたしの道しるべ
となった地震

日本大学第三中学校・高等学校
　教諭　柴山　愛

河田賞の受賞を励みに
京都大学大学院情報学研究科
社会情報学専攻　黒田　望

噴火警戒レベルは、各火山の地元の協議会等により、噴火シナリオとハザードをも
とに防災対応が検討され、レベルに応じた「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」
が地域防災計画に定められていることを条件としている。噴火警戒レベルが導入され
てから10年となり、導入の経緯や考え等を改めて振り返ってみたい。

2000年３月の有珠山噴火では、噴火前の緊急火山情報を受け、政府として初めて「有
珠山現地連絡調整会議」を設置し対応する等、国としての危機管理体制強化の試金石と
なり、引き続き発生した三宅島噴火も踏まえ、火山防災体制の強化が進められた。筆者は、
2005年４月に気象庁火山課長に就任し、火山活動の評価と情報内容等の課題に加え、自
治体や関係機関等における対応が事前に協議されておらず、その検討体制すらない火
山も少なくないことを認識した。まず、観測データの共有化を含め、観測・評価体制
の強化に取り組んだ。また、自治体側の体制は、県境を越え複数市町が関係する浅間
山での体制整備を全国モデルにすることとした。群馬県、長野県の2県庁、周辺の６市
町の首長を足繁く訪問、説明し、2005年11月に首長が参加する浅間山火山防災対策連絡
会議が設置された。

国として、これら一層の推進を図るため、2006年11月に内閣府に「火山情報等に対応
した火山防災対策検討会」が設置され、噴火警戒レベルの検討を開始した。この検討
と併せ、浅間山では、火山防災マップ策定のためのWGを設置し、噴火シナリオと噴火
警戒レベルに対応した警戒範囲や対応等を策定した。また、ドコモの協力を得て、携
帯不感地帯を調査、周知するとともに携帯電話による情報伝達と浅間山への入下山登
録システムを試行した。これらをモデルに、全国の火山での検討を進めた。

各市町村長には、火山活動の評価は難しいからこそ、影響を受け対応する自治体、
観光事業者、住民等関係者が一丸となって取り組み、「火山を安全に楽しむことができ
るようにしよう」と呼びかけた。噴火警戒レベル導入にあたっては、何時発生するか
分からない火山噴火に備えるため、噴火警戒レベル3までの準備を優先し、以降継続し
て見直し改善を図ることとして、2007年12月に噴火警戒レベル及び噴火予報警報が導入
される運びとなった。

16火山で始まった噴火警戒レベルは、2018年5月には41火山で運用されている。この
間、死者行方不明者63名もの大災害となった御岳山噴火を契機に、2015年7月に活動火
山対策特別措置法が改正され、火山防災協議会設置の義務化等により、各火山で噴火
警戒レベルの検討・見直し等が推進されている。最近の噴火警戒レベルの上げ下げ時
の対応をみると、マスコミの理解や自治体との連携も進んでいるように思われる。現在、
内閣府では新たな検討が進められており、今後、一層の充実を望むものである。

2014年の御嶽山噴火は、県境に位置する火山の災害対応体
制が脆弱であるという課題を提示した。御嶽山は岐阜県と長
野県の県境に位置するが、行方不明者の捜索救助や被災者支
援をめぐる連絡調整等の広域連携は困難であった。当時、火
山防災を検討するための「火山対策会議」がそれぞれの県で
設置されていたものの、年に一回防災計画の確認をする程度
の活動しか行われておらず、御嶽山全体の防災対策について

県域を超え検討する場はなかった。
御嶽山噴火後の2014年12月24日に、長野県・岐阜県は、新たに「御嶽山火山防災協議

会」を設置した。火山防災協議会は、長野県・岐阜県、関係市町村、関係機関から構
成されており、防災対策や避難計画などについて平時から具体的に検討するものである。
さらに、行政機関の実務者が対策を検討する場として「幹事会」も設置された。隣接
している自治体であるにもかかわらず、これまでは県域を越えて市町村の職員が顔を
合わせて交流する機会はほとんどなかったが、防災協議会を通し、避難誘導看板の設置、
登山道の整備、山頂の避難場所の整備状況など御嶽山全体の防災情報が共有されるよ
うになっている。また、先進的な火山防災の取り組みを学ぶための合同勉強会が行わ
れており、これらの成果に基づく対策がそれぞれの地域で進められている。

このような取り組みの成果の一つとして挙げられるのが、2017年に新たにスタートし
た「御嶽山火山マイスター」制度である。洞爺湖有珠山火山マイスターの取り組みを
参考に、2014年の御嶽山噴火や火山防災、そして地域の豊かさを伝えるため、勉強を重ね、
試験を合格した８名がマイスターとして活躍している。御嶽山火山防災協議会の取り
組みは、同一のハザードへの対策を自治体間連携により推進するものであるが、富士山、
浅間山など他の県境に位置する火山においても、このような連携体制を早急に構築す
ることが望まれる。

火山防災協議会最前線—御嶽山—
兵庫県立大学減災復興政策研究科　阪本 真由美

特集 噴火警戒レベル 10 年

どう変わった？火山防災−噴火警戒レベル導入の経緯等−
愛知工業大学工学部土木工学科（元気象庁）　横田　崇
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【短信】
155万人が挑戦「全国統一防災模試」

ヤフー株式会社がスマートフォン
アプリ上で解答できる「全国統一防
災模試」を2018年3月の一ヶ月間、公
開・実施しました。著者は問題作成
や結果分析のお手伝いをしています。
全国統一防災模試は、全25問で出題
され、正答傾向から33タイプの診断
結果を出力します。約155万人が挑戦
し、うち約65万人の方に最後まで回
答いただき、平均点は54.9点、100点
満点は約8千人という結果になりまし
た。平均点トップは宮城県の57.96点
で、高知県56.60点、福島県56.57点、
熊本県56.43点とつづき、被災地や巨
大災害での知識の高さが確認されま
した。年代別にみますと、10代以下
が最も高く、年代が上がるとともに
点数が低くなります。詳細について、
研究大会等でご報告できればと思い
ます。

Yahoo!JAPAN「全国統一防災模試」
https://bousai.yahoo.co.jp/pr/201803/

（東北大学災害科学国際研究所　佐藤 翔輔）
 

東京都による耐震診断未実施建物の公表
東京都は3月28日、特定緊急輸送

道路の沿道建築物のうち、耐震診断
が未実施の121件を公表した。ビル所
有者に耐震診断の実施や耐震化を促
すためだ。この公表制度を全国で初
めて条例化したのは、2002年3月に
成立した東京都板橋区防災基本条例
である。議論をリードしたのは、当
時、東京大学の故廣井脩先生であっ
た。廣井先生は、多数の人が利用す
る建物のオーナーには、耐震性確保
の責任があると主張された。条例検
討の懇談会では全会一致で賛成、首
長、議会も賛成してくれた。すぐに、
防災課長だった私に国土交通省から
電話がかかってきた。叱られるかと
思ったら、「良くやってくださった。
これで国も動きやすくなります」と
の言葉を頂いた。その後、2013年12
月に耐震改修促進法が改正され、公
表制度が盛り込まれ、東京都の公表
につながった。廣井先生には、何を

4

学会プラザ
もたもたしていたんだ、と叱られそ
うだが、ようやくここまで来ました、
と報告したい。

（跡見学園女子大学　鍵屋 一）

【書籍紹介】
◇廣井悠、地下街減災研究会 「知られ
ざる地下街」（河出書房新社、2018.3、
1,600円＋税）
　地下街でふと地震や火災が心配に
なったことはないだろうか。地下街
という「場」を知らなければその先
を考えるのは難しい。
　本書は、地下街の歴史から全国の
地下街の紹介、最新の防災に係る取
り組みまで、地下街を幅広く知る機
会を与えてくれる。地下の迷路性解
消のための屋内測位やデジタル地図、
３次元モデルの有効活用等、今後地
下街の魅力を拡大するであろう技術
等も紹介されている。何気なく歩い
ている空間とその可能性を知ること
で、街歩きがより豊かなものになる
のではないだろうか。地下街の安心・
安全に関心がある人に限らず、一読
の価値があるものと思う。
　本書に触れて地下街に興味を持つ
ことは、地下街で被災するかもしれ
ない「未来の自分」あるいは「未来
の誰か」を守ることにもつながるか
もしれない。

（山本 正直）
【賛助会員紹介】
「土砂災害」を減らすシンクタンク
（一財）砂防・地すべり技術センター

理事長　南　哲行
　当センターは、1975年に設立され、
今年で43年目を迎えます。その間、一
貫して「土砂災害を減らす」を使命と
し、その実現のための技術開発に取り
組み、成果を社会に提供するシンクタ
ンクとして活動を続けています。
　土砂災害の機構解明は、難解なパ
ズルを解くようなもので、パズルを
解くためには、優れた人材と災害デー
タの蓄積が必須です。
　人材面では、土砂災害防止技術が
多数の学術分野に重なり築かれてい
ることから、採用時に大学での専門
分野として砂防、水理、構造、火山、
地質、地形などから幅広に逸材を確
保して、防災を共通の切り口で育成

編 集 後 記
　「危険なブロック塀」という防災まちあるきの基本的な課題が、まだまだ多くが未解決だったことが分かってしまった
大阪北部の地震。広範囲に被害を生じた梅雨前線豪雨も、それぞれを見れば、事前の想定通りだったりする。分かってい
ることを伝え、行動してもらう情報分野の役割は非常に多い。（中）
▼全国統一防災模試のような、情報発信の工夫が今後も重要と考える（杓）▼昨年、秋田水害から認知症高齢者を守っ
たのは、事前の準備と訓練、想定外にも対応した果敢な決断だった。今年こそ、人的被害ゼロを願う。（一）▼「スペイ
ン風邪」から 100 年。パンデミックも「災害」として考えるべき。（藤）▼出水期、災害を不意打ちにしない情報活用を
考える（ふ長）▼防災担当者の気が休まらない季節。情報が活かされる場面が各地で生まれて欲しい。（黒）▼　聞き慣
れぬ場所の地震は何が起こりつつあるかと不安に。何も無い事を。（髙）▼ブロック塀倒壊や家具転倒でまた尊い命が失
われた。この教訓が活かされることを願う。（村）▼被害は限定的でも、多方面に大きな影響。災害情報で軽減できる影
響を要検証。（辻）▼「枕元に重い家具は置くな／寝室に運動靴そなえ／違法ブロック塀に注意」等の過去の教訓の風化
を再確認（渡）▼出水期で気象情報等に注意と思っていたら震度６弱。「オールハザード」について改めて考えたい（山正）
▼尊い命を一瞬にして奪う自然災害、遺族の気持ちを想うと心が痛む（竹）▼今号の原稿締切後に大阪府北部の地震が
発生し、校了間際に九州北部から中国、四国、近畿、東海にかけて広範囲に豪雨災害が発生した。災害情報の検証など
は次号で発信していきたい。（た）
日本災害情報学会・ニュースレター No.74

〒 162-0825 東京都新宿区神楽坂 2-12-1-205　TEL 03（3268）2400　FAX 03（5227）6862　メール tokio@jasdis.gr.jp

事務局だより

■入退会者（18.4.1 ～ 18.6.30・敬称略）
入会者
正会員　糸井 裕哉（読売新聞）、鈴
置 真央（国土交通省）、柳澤 幸夫（徳
島文理大学）、吉森 和城（防災科学
技術研究所）、笠原 亮一（日本工営

（株））、安原 一哉（茨城大学）、濱口 
和久（拓殖大学）、置村 悠一郎（中
日本高速道路（株））、岡島 裕樹（九
州大学）、牧尾 太知（日本テレビ）、
木村 博幸（首都高速道路（株））、髙
橋 智、月ヶ瀬 恭子、津波古 憲、曽
根 悦子（以上 4 名 国士舘大学）、渡
辺 ゆき、北條 哲広（以上 2 名 河北
新報社）
学生会員　本田 郁（京都大学）

退会者
正会員　小林 大二、堀内 宏、酒匂 
教明、磯 望、天野 茂昭、杉原 健一、
松井 宗廣、片桐 清志、下村 政之、
伊豆 隆太郎、村井 康典、荒牧 重雄、
大泉 大介、藤田 和彦、石川 一郎、
福坂 一誠
学生会員　宮崎 麻央、藤井 将大、志
垣 沙灯子、柿本 大輔、中本 涼菜、
西澤 篤、石栗 宏貴、湯 志君

しています。また、データの蓄積では、
現場に支障とならない範囲でいち早
く被災地に入り土砂動態調査と住民
等から聞き取りを行い、データの解
析と管理をしています。
　このように、総合力のある人材と
蓄積されたデータを駆使して、行政
と基礎研究そして最前線をつなぐシ
ンクタンクになるように努めていま
す。

No.74
2018.7

地 動 儀

　現在の緊急地震
速報は、地震の震
源を求めて強震動
を予測し警報が出
されるため、海域
地震の時は有効だ

が、内陸直下型地震の時は間に
合わない。一方で直下型地震向
けには、新幹線沿線地震計によ
るP波検知システム(1997年)や、
エレベータのP波検知（2009年か
ら設置が義務化）など、地震のP
波から強震動を予測する手法が
実用化されているが、いずれも
自前の地震計が必要である。も
し周辺の地震計による強震動予
測情報がネットを通じて利用で
きれば、自前の地震計がなくて
も直下型地震に間に合う情報と
なるだろう。
　将来の強震動予測情報は、直
下型地震の時には周辺の地震計
から、海域地震の時には緊急地
震速報から予測されて届くよう
になり、どのような地震の時で
もほぼ間に合う情報となるだろ
う。そして、携帯端末やPCのア
プリで受信し、走行中の各列車
の緊急停止、工事現場の作業員
の安全確保、危険物のある職場
や工場での人やモノの安全確保
など様々な場面で利用しやすく
なるだろう。

（東京大学名誉教授）

強震動予測情報の将来像
日本災害情報学会理事

鷹野　澄
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まもなく学会誌「災害情報」No.16 が刊行されます。本号では特集記事を
「ビッグデータ・ソーシャルメディア・AI・AR/VR」としました。本特集で
は、技術革新の著しいこれらの情報技術に着目し、近年の技術動向や社会実
装の取り組みを踏まえて、災害・防災分野へのインパクト、具体的な利活用
のあり方、今後の展望について、議論します。

特集とともに、学会誌「災害情報」No.16 では、電子版として先行公開し
ている No.16-1( 論文 11 本、採択率 92％ ) と No.16-2( 同 14 本、78％ ) の合本
として、合計 25 本の査読論文を掲載することとなりました。先行公開する
電子版と合わせて年 2 回刊行の体制で約 2 年となりましたが、旺盛な投稿が
続いており、ありがたい傾向だと思っております。

投稿規定では本誌における論文は「防災・災害情報に新たな貢献が期待で
きるもので、結論の導出過程が適切であるもの」とされています。この条件
を厳しく感じられるかもしれませんが、関連する各分野の専門的研究者や技
術者から、我々の学会誌を信頼してもらうために必要なことでもあるとご理
解いただければと思います。今後も皆様からの積極的な論文投稿をお願いい
たします。

（静岡大学教授）

学会誌「災害情報」No.16刊行について
学会誌編集委員長　牛山 素行

第 20 回学会大会（研究発表会、総会など）は、2019 年４月に迎える創立 20
周年行事として日本災害復興学会との合同で開催します。研究発表は相互に聴
講できます。会員の皆様の参加をお待ちしています。

■大会への出欠連絡と研究発表募集
（1）日程・会場：2018 年 10 月 26 日（金）～ 28 日（日） 
 東京大学本郷キャンパス（文京区本郷７−３−１）
 10 月 26 日　記念シンポジウム（安田講堂）
 10 月 27 日，28 日　口頭発表他（法学政治学系総合教育棟）

（2）締切：大会への出欠連絡　９月 14 日（金）まで　
 研究発表申込および論文投稿　８月 15 日（水）正午まで　

（3）参加費（両学会共通）：
 会員 2,000 円、非会員 4,000 円、学生 1,000 円、学生非会員 2,000 円

（4）予稿集（各学会ごとに発行されます）： 
 会員 2,000 円、非会員 4,000 円、学生 1,000 円、学生非会員 2,000 円

（5）交流会：10 月 27 日（土）　参加費　一般 5,000 円（予定）、学生 3,000 円（予定）

詳細については、同封の大会案内・出欠連絡用紙、学会ＨＰにてご確認くだ
さい。

日本災害情報学会20周年記念大会
日本災害復興学会10周年記念大会

合同大会
10月26日〜28日　東京大学本郷キャンパスで開催
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